
　本入札の入札参加申請の受付の期間及び方法を次のとおり公告します。

佐賀県県土整備部入札・検査センター長

公　　告

令和8年9月4日

工
事
の
概
要

発注機関 佐賀中部農林事務所

入札方法 電子入札

総合評価の有無 無

発注区分 条件付一般競争入札　事前審査

発注工種 機械器具設置工事

工事名
経営体　第5213005-006号　久保田地区県営経営体育成基盤整備事業工事（ポンプ設
備工）

施工場所 佐賀市久保田町徳万他

工事内容 ポンプ設備　制作・据付　N=2基

予定工期 契約日から令和９年３月１５日まで

予定価格 事後公表

入
札
参
加
に
必
要
な
条
件

申
請
者
の
要
件

単独・共同企業体の別 単独

業種・等級
佐賀県建設工事等入札参加資格の審査等に関する規則第２条第２項の規定により、機
械器具設置工事　Ａ 級の決定（公告日時点）を受けていること。

地域要件等
九州内に建設業法第３条に規定する本店、支店又は営業所を有する建設業者であるこ
と。

同種工事の施工実績

元請けとして平成23年4月1日から本公告の日までに竣工した揚排水機場のポンプ工事
（※）の施工実績を有すること。
（竣工した工事とは、公告日までに工事の完成検査が完了し、成工認定通知を受けて
いるものとする。）

※揚排水機場のポンプ工事とは、河川、海岸、水路、港湾、漁港における工事にあっ
て、下記の①②をすべて満たす工事とする。

①河川とは、河川法上の河川、又は砂防法上の砂防指定地における河川とする。
海岸とは、海岸法上の公共海岸、又は河川法上の河川における河川高潮対策区間とす
る。
港湾とは、港湾法上の港湾区域若しくは港湾隣接地域とする。
漁港とは、漁港漁場整備法上の漁港区域とする。

②揚排水機場のポンプ工事に該当する工種内容は、揚排水機場の主ポンプの製作工及
び据付工とする。（新設・更新のみ）

設計業務の受託者 内外エンジニアリング(株)

技
術
者
の

要
件

同種工事の施工経験 無

入札参加するための要件
及び落札者決定方法等

「佐賀県が発注する建設工事等の入札に参加するための要件及び落札者の決定方法
等」１－（１）－②による。（佐賀県電子入札システムのホームページに掲載してい
ます。）

入
札
参
加
方
法
及
び
受
付
期
間
等

入札参加資格確認申請書（様式第1号）

下記受付期間内に電子入札システムにより登録すること。

同種工事の施工実績調書（様式第6号）及び事実を証する書類

営業所一覧表（様式第8号）
※佐賀県内に建設業法第３条に規定する本店を有する建設業者を除く。
※県外業者で佐賀県建設工事条件付一般競争入札（事前審査型）の参加資格事前審査
登録実施要領による事前登録を受けている者は、入札参加資格要件事前審査登録証の
提出により免除するものとする。（電子による登録で可）

「佐賀県が発注する建設工事等の入札に参加するための要件及び落札者の決定方法
等」により提出すること。

受付期間
電子 令和8年9月7日（月）9時 から 令和8年9月14日（月）16時

提出書類
及び

提出方法

電子

まで

書面 令和8年9月7日（月）9時 から 令和8年9月14日（月）16時 まで

提出先 入札・検査センター
住所 佐賀市城内１－１－５９

TEL 0952-25-7471

書面



入
札
参
加
資
格
確
認
等

入札参加資格確認通知 令和8年9月28日（月）17時 までに通知します。

上記に係る不服申立期限 令和8年10月2日（金）17時 までに下記提出先に書面で提出してください。

公告に関する質問期限 令和8年9月24日（木）15時 までに下記提出先に電子メールで送付してください。

質問に対する回答期限 令和8年9月28日（月）17時 までに回答します。

提出先 入札・検査センター
住所 佐賀市城内１－１－５９

E-mail nyusatsu-shitsumon@pref.saga.lg.jp
入
札
・
開
札

入札書提出期間 令和8年9月30日（水）9時 から 令和8年10月1日（木）12時 まで

開札日時 令和8年10月5日（月）10時30分

開札場所 入札・検査センター

自社施工 無

再資源化 無

重複発注 無

契約保証金提出期限 落札決定日から５日以内（県の休日等を除く）

工程表提出期限 契約締結日から５日以内（県の休日等を除く）

着工届提出期限 着工後５日以内（県の休日等を除く）

落札後の契約手続き

佐賀中部農林事務所
住所 佐賀市大和町大字尼寺１８７０

電話 0952-31-3281

契約書提出期限

落札決定日から５日以内（ 佐賀県の休日に関する条例
第１条に規定する県の休日、４月３０日から５月２日
及び８月１３日から８月１５日の期間（以下「県の休
日等」という。）を除く）

そ
の
他

最低制限価格 有


